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2023年度事業計画書  

【期間】2023年 4月 1日～2024年 3月 31日 

１．事業方針 

1．2023年度基本方針 

 

方針１ 「あんしんプレミアムサービス『げんきです』」のビジネスモデルを

確立します。 

昨年度より継続します。補助金や寄付で維持してきた見守りサービスを、これまでの知

見を基に持続可能な収益事業に育てる取り組みです。2022年度にきっかけをつかんだ

地域や業種を重点的に、導入実現に向けて取り組みます。 

エンドユーザーである利用者に「げんきです」の魅力を伝えるための情報発信と、手軽

に申込んで利用できるツール整備をホームページ上で行います。 

これらにより継続できるビジネスモデルを描く土壌づくりをします。 

 

方針 2 「住まいと見守りの相談事業」及び居住支援業務は、「あんしんプレ

ミアムサービス『げんきです』」と連動する事業と位置付けて推進します。 

２０２４年（令和７年）３月をもって国土交通省補助事業が打ち切りとなります。すでに、２

０２２年度の補助金は大幅に減額しています。個別の状況を踏まえた相談業務と不動産

事業者同行や契約支援といった細やかなサポートは実施困難になることが想定できま

す。今年度は、居住支援業務の収入源として、不動産事業者に見守り事業の必要性を

理解してもらい、一人暮らしの入居者への「げんきです」を推奨できる仕組みを考えます。 

 

方針 3 上記の事業や活動を支える本部体制の強化に取り組む。 

本部体制の強化を実施するための資金として、独立行政法人福祉医療機構からの補

助金を活用します。 

 

方針４ 認定 NPO法人格を取得します。 

認定 NPO法人格を取得することは、社会的な信頼度と税制優遇という具体的な

メリットがあります。居住支援事業の運営にも大きくかかわってきます。確実な

手続きを行うために、経営会議で定期的に進捗を見守り、２０２４年度取得を目

指します。 
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２．個別事業方針 

事業系 

柱１．地域連携 

（１） あんしんプレミアムサービス「げんきです」推進事業 

A 目標数値 

① 利用者数 200名 

② 導入事業者数 10事業者 

③ 導入地域 ４地域 

 B 働きかける分野 

①少子高齢化の地域課題に取り組んでいる地域 

  ・少子高齢化の課題に直面している地方自治体（市町村） 

  ・少子高齢化の課題に直面している社会福祉協議会 

②不動産事業 

・公営住宅の指定管理者 

   ・まちづくり事業者 

③医療・介護・福祉分野の法人 

   ・地域貢献に取り組む医療法人 

④身元保証・死後事務委任分野等の事業  

 

（２） 居住支援相談「住まいと見守りの相談窓口」 

○居住支援法人相談窓口について 

住宅所得困難者居住支援法人として、「住まいと見守りの相談窓口」を設置。 

居住支援相談あんしんほっとライン：０１２０－３８６－１１７ 

開設曜日時間： 月曜日～金曜日 10時００分～１６時００分  

対応地域：千葉県 物件対応地区は松戸市周辺 

支援対象：低額所得者、高齢者、障害者、子どもを養育する者、児童虐待を受

けた者  ＤＶ（ドメスティクバイオレンス）被害者  

生活困窮者自立支援法に基づく援助を受けている者  

相談対応件数目標：年間500件 

事業内容： 

①令和５年度居住支援協議会等活動支援事業の実施 

②相談員の育成 

③自治体の市営住宅・県営住宅などの公営住宅管理担当部署と高齢者福祉

関連部署との関係づくり 

④孤立・孤独予防の見守り事業の実施 
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（３） 複雑かつ複合的相談に対処する相談業務の体制づくり 

（独立行政法人福祉医療機構令和４年度補正予算）  

  社会的評価を十分に得られていない居住支援法人が専門領域との連携を

深め内実を充実させていくことを目的に、事例検証を行います。それにより、ノ

ウハウを蓄積して相談業務を担う相談員のスキルアップと体制づくりを行います。 

柱２．NPO及び非営利法人支援 

（１）一般社団法人あんしん地域見守りネット事務局業務 

 ①組織運営・会計業務 

 ②ニュースレター「かけはし」編集のサポート 

 ③他業種との連携づくり 

 

（２）個別相談対応 

  NPO及び非営利法人の会計・経理の組織運営 資金調達 行政の業務委託などの

契約や執行についての相談など、実践的な相談に応じる 

 

柱３．人材育成事業  

（１） 退職シニア地域活動支援 
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管理系 

○昨年度引き続き、本部事務の体制を見直し、強化します。そのために、将来的に事

業を担うことのできる意欲ある人材を探し、雇用します。 

○マスコミ・メディア等に積極的に情報提供します。 

（１）広報 

   ・DM 各分野に郵送する。 

   ・マスコミ・メディアに、プレスリリースを行う。 

 ・HPの随時更新 

・メルマガの定期的発信  

・Facebook・Blog・line・YouTubeなどのSNSによる情報発信  

活動報告やイベント・講座の開催案内及び、CoCoTに関心を持ってもらうための

日常的な情報発信 

（２）組織運営 

・総会 （年1回実施） 

       ・理事会（年２回開催）  

 （３）経営 

   ・経営会議  毎月 1回開催する。 

実施した業務内容についての意見交換と方針出し、成果のチェッ 

クを行う。 

   ・げんきですプロジェクト会議 

            CoCoT会員外の人にも場を広げて、意見交換する場 

毎月 2回開催 

 

（４）事務・経理 

・認定 NPO法人取得のための事務 

・げんきです 新規加入・継続の事務処理 

利用料金徴収体制 

・げんきです 普及拡大に関わる事務（外部交渉も含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 



（法第28条第１項）

特定非営利活動法人コミュニティ・コーディネーターズ・タンク
代表理事　小山　淳子

（単位：円）
科目 前年実績 対比

Ⅰ 経常収益
１． 受取会費 94,000       76,500       123%

正会員受取入会金 10,000     
正会員受取会費 72,000     
準会員受取入会金 -          
準会員受取会費 12,000     
賛助会員受取会費 -          

２． 受取寄附金 1,900,000    2,836,100    67%
受取寄附金　　 1,900,000  

３． 受取助成金等 7,089,000    6,640,186    107%
受取民間助成金 5,139,000  
受取補助金 1,950,000  

４． 事業収益 2,900,000    613,596      473%
人材育成事業収益 -          
地域連携事業収益 2,900,000  
NPO支援事業収益 -          
事業部門共通事業収益 -          

５． その他収益 -            40           
受取利息 -          

経常収益計 11,983,000   10,166,422   118%
Ⅱ 経常費用

１． 事業費 11,029,000   9,091,475    121%
人材育成事業費 -          -            
人件費 -          -            
その他経費 -          -            

地域連携事業費 10,829,000 4,897,203    221%
人件費 4,750,000  3,188,040    149%
その他経費 6,079,000  1,709,163    356%

NPO支援事業収益 100,000    4,076,689    
人件費 -          1,320,130    
その他経費 100,000    2,756,559    

事業部門共通事業費 100,000    117,583      85%
人件費 -          22,000       0%
その他経費 100,000    95,583       105%

人件費計 4,750,000  4,750,000    4,530,170    105%
その他経費計 6,279,000  6,279,000    4,561,305    138%

２． 管理費 536,000      642,259      83%
人件費 -          -            
その他経費 536,000    642,259      83%
外注費・業務委託費 -          -            
通信費 15,000     52,084       
リース料・管理諸費 42,000     -            
消耗品費・印刷製本費 18,000     13,659       
地代家賃・管理費・水道光熱費 450,000    569,316      
保険料・諸会費・支払手数料等 11,000     7,200        

経常費用計 11,565,000   9,733,734    119%
当期経常増減額 418,000      432,688      97%

Ⅲ 経常外収益
１．事業費雑収入 5,724        
経常外収益計 -            -    

Ⅳ 経常外費用
１． 雑損失 7,800        
２． 減価償却費 407,220    407,220      
経常外費用計 407,220      -    

税引前当期正味財産増減額 10,780       23,392       46%
法人税、住民税及び事業税 -            -            
当期正味財産増減額 10,780       23,392       46%
前期繰越正味財産額 7,853,823    7,830,431    100%
次期繰越正味財産額 7,864,603    7,853,823    100%

2023年度　活動計算予算書
2023年4月1日から2024年3月31日まで

予算金額

（１）
（２）


